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Abstract: In this paper, the proposed method was applied for several educational facilities at Katsusika-ku to evaluated actural 

liquefaction damage. 

 

1. はじめに 

近年では首都直下地震をはじめとするいくつかの大

地震が想定されており，被害想定の中に液状化に関連

した被害想定が含まれている 1)．しかしながら，液状

化被害による経済的な損失のような地震リスクの具体

的な評価は行われていない．一方，地震リスク評価を

行う際，地震による建物の損失を表す指標として，

PML(予想最大損失)が一般的に用いられており，太田

ら 2)は PMLの観点から現行の液状化判定を用いた液状

化による外構被害に対する損失評価法を提案している．

さらに，既報その 7 では地表面動的水平変位 Dcy に応

じた連続的な損失関数を示し，前報では，その損失関

数を用いた液状化被害に対する損失評価法を示してい

る．本報では，前報で示した損失評価法を基に，これ

までに示されている被害想定 1)において特に液状化の

危険性が高いとされる東京都葛飾区内における複数の

教育施設を対象とした液状化被害の損失評価を行う． 

 

2. シミュレーション解析条件 

2.1. 対象施設及び地盤条件 

 本報で損失評価を行う地域は，首都直下地震により

区内の建物の約 13％が全壊すると想定されており，さ

らに地震による液状化が生じる危険性が高い葛飾区で

ある．対象施設は葛飾区が保有する幼稚園 3 園，小学

校 40校，中学校 15校の計 58の教育施設である．また，

地盤条件を決定する際に用いた柱状図は葛飾区が公開

している各施設における柱状図である． 

2.2. 想定地震および地震動強さ 

 首都直下地震を想定するにあたり，これまで東京に

発生するM7程度の地震の評価が種々なされているが，

石井ら 3)は東京の本郷における M7.0・上限深さ 10km・

下限深さ約 30km の鉛直断層を想定した地震動の評価

を行っている．Fig.1 に石井らによって示された解放基

盤表面における想定直下浅発地震(以下，直下地震とす

る)の加速度時刻歴を示す．本報では，今後起きると想

定されている首都直下地震による液状化地盤の損失を

評価するため，石井らの加速度波形を外力として用い，

前報に示した手順で各地点における地表面最大加速度

αmaxを求めた．一方，PML は被害要因が対象により様々

な定義がなされているが，地震による損失評価の指標

の一つとして「50 年超過確率 10%の地震動(再現期間

475 年程度)による 90%非超過損失」という定義がある．

また，日本建築学会の建築基礎構造設計指針 4) (以下，

基礎指針と略称)では液状化判定における終局限界検

討時(再現期間 500 年程度)には αmax=350gal を外力とし

て用いることを推奨している．そこで，本報では首都

直下地震による損失に加えて，基礎指針における損失

も併せて算出するため，αmax =350gal を地震動強さの一

つとした．  

2.3. リスク値の算定 

 前節で示した外力の条件と前報で示した損失評価法

を用いて，液状化被害に対する損失を算出した．なお，

損失の算定には以下の 2 ケースにおける損失を算定し

た．ケース①：外力を基礎指針に基づいて液状化判定

を行う．これより得られた地表面動的水平変位 Dcy と

連続関数から損失を算定する．ケース②：外力を直下

地震とし，用いる損失関数はケース①と同様である．  

 各ケースで算出された損失に対し，以下の(1)式を用

いて各施設のリスク値である PML を算出した． 

 

(1) 

 

なお，直下地震における PML を PML*，終局限界検討

時における PML を PML**とした． 
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3. シミュレーション結果 

 Fig.2 に各施設の液状化被害に対する損失の割合を

示す．同図より，直下地震の際には約 5 割の施設，終

局限界検討時の際には約7割の施設が1000万円以上の

損失が出ることが分かる．Fig.3 にシミュレーション地

点を示す．また，同図には各施設の PML*の分布を併せ

て示した．同図より，葛飾区においては教育施設の

PML の大小は場所に依らないことが分かる．Fig.4 にリ

スク値の頻度分布を示す．また，同図には PML が対数

正規分布に従うと仮定し，分布のパラメータの推定法

の一つである積率法により推定したパラメータを用い

て算出した確率密度関数(以下，PDF と略称)と，対数

平均値を併せて示した．同図より，PML*は PML**より

も小さくなることが分かる．建築物などの不動産取引

の際，一般的に PML は 15～20%以下であることが求め

られている．PML が 20%以上なった施設は，直下地震

の際に 9 施設，終局限界検討時には 12 施設であった．

このため，直下地震や終局限界検討時に生じる損失を

軽減させる場合には，これらの施設に対して液状化対

策が必要であると考えられる． 

 

4. まとめ 

 本報では，首都直下地震によって液状化する可能性

が高い地盤に立地した教育施設の外構被害のリスク値

を試算した．今後は，液状化対策を行うことによるリ

スクの低減などの液状化リスクへの対応策について検

討を行う予定である． 
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